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新型コロナウイルス感染症への対応に関する免許法認定講習の 

実施方法の特例について（通知） 

  

 新型コロナウイルス感染症への対応に関する免許法認定講習の実施における留意事項に

ついては，「新型コロナウイルス感染症への対応に関する免許法認定講習等の実施におけ

る留意事項及び認定申請書類等の提出方法の変更について（事務連絡）」（令和２年３月

３１日付け事務連絡）で示しているところです。 

このたび新型コロナウイルス感染症に係る現下の状況を鑑み，本来講習計画において実

施を予定していた免許法認定講習の全部又は一部を対面による講習として予定通り実施す

ることが困難と認められる場合には，特例的な措置として，対面による講習に相当する教

育効果を有すると講習開設者において認めるものについて，別紙の通り，対面という方法

によらない講習として実施することを認めることとします。 
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    TEL 03-5253-4111（内線3572） 

   e-mail menkyo@mext.go.jp 

 

  

新型コロナウイルス感染症への対応のため，免許法認定講習の実施に当たって，特例的な

措置として，対面による講習における遠隔授業の活用を認める通知です。 



 

（別紙） 

 

免許法認定講習の実施方法に関する特例について 

 

令和２年４月２８日 

文部科学省総合教育政策局教育人材政策課 

 

 

１．本特例は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を目的とし，規定する。 

 

２．大学等において開講する免許法認定講習のうち，令和２年８月３１日までに認定申請

を行った免許法認定講習については，免許法認定講習及び免許法認定公開講座の開設等

について（令和元年９月９日付け元教教人第１７号文部科学省総合教育政策局教育人材

政策課長通知）に記載のほか，令和３年３月３１日までの間，次の方法により行うこと

も認めることとする。 

 

（講習実施形態の変更） 

講習を行う方法について，別添に示す変更届を提出することにより，以下の例のよう

なインターネット等を活用した形態によって実施することを可能とすること（テキスト

のみの学習による実施形態への変更は不可） 

 ○変更する実施形態の例 

 ・テレビ会議システム等を用いた同時双方向型の遠隔による講習 

 ・オンライン教材を用いたオンデマンド型の遠隔による講習（授業の終了後すみ

やかに設問解答，添削指導，質疑応答による十分な指導を行うとともに，学生

の意見の交換の機会が確保されているものに限る。） 

 

※ 成績審査については，教育職員免許法施行規則第３８条に基づき，これまでも教室

での試験による他，論文，報告書の提出等の方法が認められており，新型コロナウイ

ルス感染症の状況を踏まえ適切な実施方法を選択すること 

 

（変更の周知） 

講習実施方法の変更を行った場合は，各開設者のホームページにおいて周知に努める

とともに，既に受講申込みが行われている場合は，当該申込者に対し適切に連絡を行う

こと 

 

 

 



【様式第１１号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔添付書類〕
　1　様式第２号　実施計画書
　2　様式第３号　開設科目の概要
　3　様式第４号　時間割表
　4　様式第５号　講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等
　5　様式第６号　実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備（必要な場合のみ）

 
（事務担当者の所属・氏名等）

　　（　文　書　番　号　）
令和　　年　　月　　日

  文部科学大臣　殿

申請者名　○○大学長（○○教育長）　印　　　　　　

令和２年度○○大学（○○○教育委員会）免許法認定講習に係る変更について（届出）

　令和○年○月○○日付け○○受文科○第○○○号で認定を受けました令和○年度○○大学
（○○○教育委員会）免許法認定講習について、下記のとおり変更したく、教育職員免許法施
行規則第４０条の規定により、届出します。

記

開設科目名
変更する事項

変更内容

変更後 変更前

開設科目名
変更する事項

変更内容

変更後 変更前

変更理由

所属 電話

職名
氏名

（職名） FAX

（氏名） E-mail



【様式第１１号】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      　　　    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔添付書類〕
　1　様式第２号　実施計画書
　2　様式第３号　開設科目の概要
　3　様式第４号　時間割表
　4　様式第５号　講師の氏名、主要職歴及び担当授業科目等
　5　様式第６号　実験又は実習を伴う科目を開設する場合の主な施設・設備（必要な場合のみ）

 
（事務担当者の所属・氏名等）

　　（　文　書　番　号　）
令和　　年　　月　　日

  文部科学大臣　殿

申請者名　○○大学長（○○教育長）　印　　　　　　

令和２年度○○大学（○○○教育委員会）免許法認定講習に係る変更について（届出）

　令和○年○月○○日付け○○受文科○第○○○号で認定を受けました令和○年度○○大学
（○○○教育委員会）免許法認定講習について、下記のとおり変更したく、教育職員免許法施
行規則第４０条の規定により、届出します。

記

開設科目名 障害児教育の基礎理論（R2認定講習）
変更する事項 会場名

変更内容

変更後 変更前

○○大学（同時双方向型遠隔講習
（発信場所○○））

○○大学

開設科目名 視覚障害児の理解（R2認定講習）
変更する事項 会場名

変更内容

変更後 変更前

○○大学（同時双方向型遠隔講習
（発信場所○○））

○○大学

変更理由
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う対応として同時双方向型の遠隔講
習を行うため。

所属 ○○○学部（○○○課） 電話 ○○○－○○○－○○○○(直通)

職名
氏名

（職名）○○○○係長 FAX ○○○－○○○－○○○○

（氏名）○○　○○ E-mail ○○○○＠△△△．jｐ

記入例

変更する科目の数により、適宜記入欄を削除・追加すること。

「変更する事項」の欄に「会場名」
「変更内容」の「変更後」の欄に「○○大学
（同時双方向型（またはオンデマンド型）遠
隔講習（発信場所○○））」と記載。

「変更理由」の欄に「新型コロナウイルス感染症の拡大に
伴う対応として同時双方向型（またはオンデマンド型）の遠
隔講習を行うため。」と記載。


